
 

  

 

平成２９年度一般会計決算のポイント 

 

＜総 括＞ 

◎ 歳入・歳出は約１兆８千３百億円で、平成１０年度、１１年度に次いで 

 過去３番目に大きい規模 

   歳入総額 １兆８,３７７億円（＋２９４億円 ＋１.６％） 

   歳出総額 １兆８,２９５億円（＋２９７億円 ＋１.６％） 

 ○ 歳入は、県税（＋１４５億円）、地方消費税清算金（＋１３８億円）などが増加  

            ［H２８］１兆８,０８３億円 ［H２７］１兆８,１１３億円 ［H２６］１兆７,５８６億円  

 ○ 歳出は、民生費（＋１３１億円）、土木費（＋１２１億円）、諸支出金（＋４２８億円）な

どが増加   ［H２８］１兆７,９９８億円 ［H２７］１兆８,０１８億円 ［H２６］１兆７,４７０億円  
  

＜歳入の特徴＞ 

◎ 県税収入は７,８４５億円で６年連続の増加       （＋１４５億円） 

 ○ 納税義務者の増加や株式売却益が増加したことなどによる個人県民税の増収な

どにより、６年連続で増加 

    県税 ７,８４５億円（＋１４５億円、＋１.９％） 

            ［H２８］７,７００億円 ［H２７］７,５３４億円 ［H２６］６,８７１億円  

 ○ 納税率は９７.８％（＋０.４ポイント）で、７年連続の上昇  

 ○ 収入未済額は１４９億円（△３５億円）で、７年連続で圧縮 
 

◎ 自主財源の比率は３年連続で上昇し６割を維持 

 ○ 自主財源の比率は、県税の増加などにより３年連続で上昇し、６０.７％（＋０.１ポイ

ント）      ［H２８］６０.６％ ［H２７］６０.３％ ［H２６］５３.４％  
 

◎ 県債発行額は増加                  （＋２２５億円） 

  ただし、県で発行をコントロールできる県債の残高は１５年連続で減少 

【県債発行額】 

 ○ 臨時財政対策債（＋７７億円）の増加などにより、県債発行額は増加 

    県債 ２,５２３億円（＋２２５億円、＋９.８％） 

           ［H２８］２,２９８億円 ［H２７］２,３５６億円 ［H２６］３,３０２億円  

【２９年度末県債残高】 

 ○ 県で発行をコントロールできる県債（臨時財政対策債・減収補塡債を除いたもの）

の残高は、前年度に比べ減少（１５年連続減） 
 
    残高全体                  ３兆８,２３９億円（＋２２０億円） 
 

    うち県で発行をコントロールできる分 ２兆１３９億円（△４９４億円） 

            ［H２８］２兆６３３億円 … ［H１４］２兆５,８６５億円（ピーク時） 

※（  ）は対前年度比 

※（  ）は対前年度比 



 

  

 

 

＜歳出の特徴＞ 

◎ 民生費は、医療、介護など社会保障関連経費が増加   （＋１３１億円） 

 ○ 国民健康保険財政の安定化に向けた基金への積立金の増加 

                         ［H２８］２４億円→［H２９］１１３億円（＋８９億円） 
 

 ○ 給付対象者の増加等に伴い、後期高齢者医療対策事業及び介護保険給付事業

に対する県負担金等が増加   ［H２８］１,２０９億円→［H２９］１,２７３億円（＋６４億円） 

 

◎ 土木費は、ラグビーワールドカップ２０１９™の会場整備や公共事業などが増

加                          （＋１２１億円） 

 ○ ラグビーワールドカップ２０１９™の開催に向けた、熊谷ラグビー場のスタンド改修費

が増加                 ［H２８］６億円→[Ｈ２９]６９億円（＋６３億円） 
 

 ○ 公共事業により地域の安心・発展の礎づくりを進めたことなどにより、道路橋りょう

費、河川費が増加         ［H２８］７１１億円→[Ｈ２９]７５２億円（＋４１億円） 

 

◎ 警察費は、大宮・岩槻警察署庁舎の建設などにより増加  （＋６８億円） 

 ○ 暮らしの安心、安全を確保するため、大宮警察署、岩槻警察署などの建設費が増

加                   ［H２８］２７億円→［Ｈ２９］６７億円（＋４０億円） 

 

◎ 教育費は、教職員給与費等の負担事務をさいたま市へ移譲した影響などにより

減少                        （△４７１億円） 

 ○ 教職員給与費の負担事務をさいたま市へ移譲した影響などにより小・中学校費の

教職員費や退職手当が減少  ［H２８］３,０９５億円→［H２９］２,６１６億円（△４７９億円） 

 

◎ 諸支出金は、県税交付金の増などにより増加      （＋４２８億円） 

 ○ さいたま市への税源移譲の経過措置として県民税所得割指定都市交付金が増加 

                        [Ｈ２９]３０４億円（皆増） 
 

 ○ 県内市町村への地方消費税交付金の増加  

                       ［H２８］１,０５４億円→［H２９］１,１２３億円（＋６９億円） 

※（  ）は対前年度比 


